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○ 都市農業の現況 

《経営状況など》 

・Ｂ区で行われている農業の特性は、農家一
戸当たり農地面積が小さい、尐量多品目生
産、農外所得に大幅に支えられる収益構造
など、いわゆる都市農業の特性を有してい
る。 

《農業従事者の年齢構成》 

・対象地区が立地する都市全体では、農業従
事者のうち６１歳以上の割合は、平成２１
年現在で５割を超えている。また、平成４
年度～２０年度の間に、農家数は８９６戸
から５３５戸（△３６１戸）に減尐してい
る。 

《後継者の有無》 

・５０ａ以上の耕作面積を所有する農業生産
者では後継者のいる割合が高いが、 ５０ａ
未満の場合は、後継者がいない割合が高い。
都市全体では、後継者のいる割合は約３０ 

％程度となっている。 

《農地の減尐》 

・生産緑地地区に指定された農地は、経営に
対する税の影響に配慮した税制上の措置が
とられている。一方、都市農家の多くは農
地以外にも丌動産（宅地や屋敷林、賃貸ア
パート等の丌動産）を所有しており、相続
により農地の維持が難しくなると推測され
る。 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 

 

図：B区及び農林水産省資料（平成23年）より作成 
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図：B区資料（平成16年）より作成 
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図：B区資料（平成23年）より作成 

世帯全体の収入額に占める農業収入額の割合 

出典：B区資料（平成22年） 

農家数の推移 
出典：B区資料（平成23年） 

一戸当たりの農地面積 

10％ 
未満 

10～
29％ 

30～
49％ 

50～
79％ 

80% 

農家の 
割合 

55.8% 22.1% 14.0% 6.0% 2.1% 

出典：都市農業に関する実態調査（農林水産省） 

農家所得 

農業所得

約25％

不動産経営所得

約65％

その他の所得

農家所得

610万円

（100％） 注：都市農業実態調査における農家
所得は、農家の自己申告による
大まかな数字を基に推計した試
算値であり、あくまでも目安とし
て示したものであることに留意。 

 市街化区域内に農地を所有す
る農家4,707戸（61市区町）を対
象としたアンケート調査。有効
回答2,645戸（58市区町）、回答
率56.2％。調査期間平成22年８
月～23年８月。 
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○ ケーススタディ地区（Ｂ－１地区）の課題 

・ 今後、農業従事者の高齢化が進み、後継者
のいない農家において営農継続が困難とな
ることが予測されることから、生産緑地に
ついても農地の減尐が進むことが予想され
る。 

・例えば、一定の仮定※をおいた上で、Ｂ－１
地区における今後の生産緑地の変化を試算
すると、１０年後を想定したとき、生産緑
地は４分の１程度減尐する可能性があると
推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ①ケーススタディ地区の現況と課題 

 

《生産緑地の推移に関するシミュレーション（Ｂ-１地区）》 

図：Ｂ区都市計画概要図（平成23年） 、東京都土地利用現況調査（平成18年度）より作成 

平成33年 平成23年 

※仮定の条件 
・地区内の生産緑地の農家数 ２０  
・１０年以内の相続発生件数 ５  
・相続後、後継者がいる件数 ２  
  ⇒相続により生産緑地が約20％減と仮定 
・相続後、後継者がいない件数 ３ 
   ⇒生産緑地地区から除外されると仮定 
・生産緑地地区の追加指定はなし 

☆ケーススタディ地区は実在する都市を取り上げているが、資料については、議論
を進めるために一定の仮定をおき、作成している。 

地区面積　49.7ha
生産緑地

現在 7.8ha
10年後の推測 5.9ha
農地減尐面積 1.9ha
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《対応策に係るシミュレーション（Ｂ-1地区）》 

 ＜対応策を講じなかった場合：生産緑地減尐は４分の１程度＞  ＜対応策を講じた場合：生産緑地減尐は１割程度＞ 

生産緑地地区
の追加指定 

 

○考えられる方策 

・生産緑地制度を土台としつつ、農業後継者
の育成・確保、農業生産の振興等の取組を
強化するとともに、農業体験・教育・福
祉・都市防災などにおける都市住民の農に
対するニーズの高まりを積極的に取り込む
ことで、以下の通り生産緑地の減尐を抑え
られる可能性。 

 

○Ｂ－１地区におけるシミュレーション 

・対応策を講じなかった場合 

 生産緑地の減尐は10年間で４分の１程度。 

 生産緑地面積：7.8ha⇒5.9ha 

 

・対応策を講じた場合 

  生産緑地の減尐については10年間で１割程
度※に抑える効果があるのではないか。 

 生産緑地面積：7.8ha⇒7.0ha 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ② 考えられる対応策・効果 

 

※仮定にあたっての条件 

①生産緑地地区の追加指定は、3件計約3,000㎡程度と推計 
  （B区での追加指定は、１件あたり約1,000㎡を追加指定している実績より推計） 

②農業関連施策の強化等による都市農地の保全量を約8,000㎡と推計 
 （農業関連施策の強化等により、後継者のいない農家３件のうち２件で後継者が確保できたものと仮定。） 

  ※このうち、約5,000㎡を都市住民のニーズに応じた取組み（福祉関係者（高齢者、障害者等）、教育
関係者（小・中学生等）、地域住民等向け体験農園等）による都市農地の保全量と推計 

   （B区内の農業体験農園は15農園、１農園平均4,200㎡、応募倍率は3.9倍。当該地区の生産緑地面積の区全体面
積に占める割合を踏まえ、当該地区の体験農園のニーズを求めると約10,000㎡。地区内には、5,000㎡の農業
体験農園が既に存在していることから、体験農園のニーズがさらに5,000㎡程度あると仮定） 

図：Ｂ区都市計画概要図（平成23年） 、東京都土地利用現況調査（平成18年度）より作成 

☆ケーススタディ地区は実在する都市を取り上げているが、資料については、議論を進め
るために一定の仮定をおき、作成している。 

対応策により 
保全される農地 
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連携 

連携 

学校等 

住民団体 

連携 

５ ケーススタディ（３） 

 ② 考えられる対応策・効果 

 
《農業政策と都市政策が連携したまちづくりのイメージ》 

福祉関係者（高齢者、障害者
等）と連携した農の展開のイ
メージ 

写真：川崎市HP 
写真：「超高齢社会と農ある暮らし」
（財）都市農地活用支援センター 

防災協
定のイ
メージ 

写真：寝屋川市HP 

教育関係者（小・中学生
等）と連携した農の展開の
イメージ 

農業振興策の充実のイ
メージ（直売所の設置、
栽培施設の整備、援農
ボランティアの育成） 

写真：農林水産省提供 

写真：東京都HP 

地域住民等と連携した農の
展開のイメージ（農業体験
農園等） 
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 ○ケーススタディの結果 

 

 

 

 ○都市農地に関する議論について 

 

 

 

 

５ ケーススタディ（３） 

 ③ 結果 と 論点 

● 生産緑地地区に指定された農地であっても、１０年後には約２５％
程度の農地が消失する見込み。 

● 生産緑地地区制度を土台としつつ、農業振興策の強化、農業体験、
教育、医療・福祉、都市防災など、都市住民のニーズの高まりに応じ
た取り組みを想定すると、消失する農地を１０％程度に抑えられる可
能性。 

●都市農地・都市農業については、現在、農林水産省において、農業政策
の観点から、都市農業の振興や都市農地の保全に関する施策の在り方に
ついて幅広い視点で検討を進めるための検討会が設置されたところ。 

● 今後、検討会における議論も踏まえつつ、都市農業政策との連携や都
市計画上のあり方について、検討を進める必要。 

 

●都市計画上のあり方の検討にあたっては、  

・現在の都市計画制度における市街化区域内農地は、良好な生活環境
の確保に相当の効用があり、かつ、公共施設等の敷地に適している
ものを生産緑地地区として位置づけているが、人口減尐期を迎える
今後の都市や都市住民にとり、改めて、都市農地にどのような意
義・役割が期待されるのか。 

・大都市と地方都市・大都市圏域間などの様々な地域差に照らし、都
市農地の位置づけ・あり方をどう考えるか。 

 など、都市農地に対する基本的な認識について、人口減尐期を迎える今
後の市街化区域像の性格付けと併せた議論が必要。 
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Ⅱ 市街化区域内農地に関する 

都市計画行政の取り組み 
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（国勢調査より作成） 

（新）都市計画法 

急激な都市化に伴い、都市における土地利用の混乱、都市周辺部における市街地の無秩序
な拡散が生じ、不良市街地の形成や公共投資の非効率化が顕在化。 

スプロール現象を防止し、都市の秩序ある発展を図るため、一定期間内に積極的に市街化
を促進すべき区域と市街化を抑制すべき区域とに分け、段階的な市街地形成を図る    

「線引き」制度を導入 

都市計画法 

制定の背景 

大都市圏における 

急激な人口集中 

３０年間で 
３，０００万人増 

毎年１００万都市分の 
人口が大都市圏へ 
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急激な都市化と線引き制度 



マスタープラン 
  都道府県が策定する都市計画区域マスタープラン 

  市町村が策定するマスタープラン 

土地利用に関する計画 
   
   
 

都市施設に関する計画 
  交通施設、公共空地、供給処理施設 等 

市街地開発事業に関する計画 
  市街地開発事業 （土地区画整理事業、市街地再開発事業等） 

  市街地開発事業等予定地区 

都市計画区域 

地区計画 

区域区分（線引き）：市街化区域と市街化調整区域との区分 

地域地区 （用途地域、特別用途地区、都市再生特別地区等） 
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都市計画制度の枠組み 


